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１－１．世界の宇宙開発利用の変遷（１） 1950年代～冷戦終結まで

米国 1957年 バンガードロ
ケット打上げ失敗
1958年 航空宇宙局
（NASA）発足

1961年 ケネディ大統領「アポロ計画」公表
1961年 有人宇宙船「マーキュリー計画」成功
1969年 アポロ11号により月面着陸成功

1972年 アポロ17号、最後の月面着陸、アポロ計
画中止
1973年 宇宙ステーション「スカイラブ」建設開始
1978年 GPS開発着手

1981年 レーガン大統領、スペースシャトル計画開
始
1983年 レーガン大統領、スターウォーズ計画
（SDI）公表
1984年 国際宇宙ステーション（ISS）計画を提唱

ソ連
1957年 スプートニク
１号打上げ成功

1961年 ガガーリン「ボストーク」1号による有人宇
宙飛行成功
1962年～1970年 ゼニット偵察衛星58回成功
1967年 ソユーズ、有人周回飛行に成功（月面着
陸は断念）

1970年 第9次5ヵ年計画で宇宙システムの開発、
インフラ化を提唱（ASAT、IT、シリーズ化）を重視

1982年 グローナス初号機打上げ
1986年 ミール宇宙ステーションの中核モジュール

打上げ（西側への技術と経済のキャッチアップが目
的）

欧州 1962年 ESRO(欧州宇宙研究機構)・ELDO（欧州

ロケット開発機構）発足（米・ソ、ハードパワー競争
への追従）
1965年 仏、人工衛星打上げ成功

1975年 欧州宇宙機関（ESA発足）、ハードパ

ワー競争の放棄、社会インフラとしての宇宙開発
にシフト
1979年 アリアンロケット成功（打上げビジネス参
入）

1982年 仏、SPOT image社設立（商業画像市場
の開拓）
1986年 仏、SPOT衛星打上げ、商業市場へ
1988年 英、スカイネット衛星PFI導入
1987年 英、有人プログラムへの不参加決定

中国 1958年 毛沢東、衛

星開発プロジェクト
（581計画）、ロケット
開発（1059計画）開始

1960年 中ソ対立によるソ連技術者の中国からの
撤退
1964年 中国独自の東風2号打上げ成功
（1964年 核実験成功）
1966年～1976年 文化大革命

1970年 長征1号ロケット成功
1971年 有人宇宙飛行プロジェクト「714計画」ス
タート

1984年 人工衛星打上げ成功（世界で5番目）
1987年 長征3号により打上げサービス開始
1988年 米中打上げ割り当て合意

インド 1969年 インド宇宙研究機関（ISRO）発足 1972年 宇宙庁（DOS）発足
1975年 インド初の衛星「アリアバータ」をロシア
で打上げ

1980年 独自のロケット「SLV」打上げ成功
1982年 初の実用衛星「INSAT-1A」打上げ成功
1988年 独自の実用開発衛星「IRS-1A」(リモセン)
打上げ成功

日本 1955年 東大・生産技

術研究所、ペンシルロ
ケット発射実験

1960年 総理府に宇宙開発審議会発足
1963年 ミューロケット開発着手
1968年 宇宙開発委員会設置法成立
1969年 宇宙開発事業団（NASDA）発足

国会平和利用原則決議

1970年 実験衛星「おおすみ」打上げ成功
1977年 ひまわり1号打上げ成功
1978年 ランドサット受信開始
1978年「宇宙開発政策大綱」決定

1981年 HⅠロケット開発着手
1986年 H-Ⅱロケット開発着手
1988年 ISS政府用協力協定（IGA）署名
1985年 「一般化理論」政府見解国会答弁

1950年代後半

国家威信をかけた米ソ宇
宙開発競争の始まり

1960年代

有人・月を目指した米ソによ
るハードパワー競争の時代

1970年代

・米ソ競争の新たな展開の時代へ

・欧による社会インフラとしての宇
宙開発へ

1980年代
・スペースシャトル(米)とミール・ステー
ション(露)による宇宙利用時代の幕開け
・米・スターウォーズ計画（SDI）の公表
・欧の商業化路線の進展

高度経済成長期の宇宙開発競争 高度経済成長の終焉と有人宇宙滞在を舞台とした新たな競争の時代

低成長期の宇宙開発の時代

高度経済成長期の技術キャッチアップによる宇宙開発時代

（本資料は宇宙開発データブック2000（編集NASDA）、完全図解宇宙手帳（渡辺勝巳著）、宇宙開発と国際政治（鈴木一人著）等から宇宙戦略室が作成。）
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１－１．世界の宇宙開発利用の変遷（２） 冷戦終結から現在まで

米国 1992年 上院ISSの予算、一票差で可決
1998年 ISS運用開始
1998年 輸出管理強化へ
1999年 対中輸出規制の開始

2004年 ブッシュ大統領有人月面着陸を含む「コンステレーション
計画」決定
2005年 商用軌道輸送システムプログラム（COTS）プログラム開
始
2009年 商業物資輸送サービス（CRS）プログラム開始
・第三国への輸出規制強化により海外市場への展開に制約

2010年 商業物資輸送サービス（CCDeV）計画開始
オバマ大統領「コンステレーション」計画中止

2011年 スペースシャトル中止（135回の飛行実績）、
商業再利用サブオービタル研究プログラム
（CRuSR）開始

2020年 米国によるISS運用継続予定（NASAの有人飛行は２０２０年までか）

ロシア
（ソ連）

1991年 ソ連崩壊
1992年 ロシア宇宙機関（RSA）発足
1993年 ISS参加
1993年 米ロ打上げ割り当て合意
・CISロケット(プロトン)活用による商業打上げサービス参入（ILS・米ロ合弁会社）

2000年 プーチン政権発足
2001年 ミール廃棄処分
2006年 中長期宇宙計画発表・グローナスの完成を重視（ソフト
パワーとしての宇宙を重視）

2011 スペースシャトル中止後、ソユーズがISSへの世界唯一の有人輸送手
段に。

欧州 1998年 宇宙産業再編加速
1999年 欧州航空宇宙防衛会社（EADS）設立

2004年 商業打上げ支援のためのEGASプログラム開始
2005年 タレス・アレニア設立
2007年 ガリレオＰＰＰ断念

2011年 ガリレオ実証機２機打上げ

中国 1992年 共産党、有人宇宙飛行を決定
1993年 国家航天局（CNSA）発足
1996年 長征3Bロケット失敗（米ロラール社のインテルサット衛星による技術流出
の懸念が顕在化）
1999年 対中輸出規制の開始

2003年 神舟5号、有人宇宙飛行成功
2007年 衛星破壊実験（ASAT）実施

嫦娥1号で無人月面探査成功

2011年 天宮宇宙ステーション建設開始
2012年 中国初、女性宇宙飛行士が有人飛行

インド 2008年 チャンドラヤーン月探査衛星打上げ成功、
印ロ覚書にて2013年に印宇宙飛行士をソユーズで打
上げすることで合意

2012年 火星探査ミッション閣議決定
2013年 印初の宇宙飛行士をソユーズで打上げ予定

日本 1990年 「非研究開発衛星の調達手続き等について」
TBS秋山氏による民間初の宇宙飛行（ソユーズ宇宙船）

1991年 JERS-1 H-Ⅰロケットで打上げ成功
1992年 毛利衛、スペースシャトルで日本人初の宇宙飛行士
1994年 H-ⅡAロケット完成
1998年 テポドン発射を背景とした情報収集衛星（ＩＧＳ）導入決定。同年、弾道ミサ
イル防衛（BMD）理論の官房長官談話。同年、ISS政府協力協定（新IGA）批准

2003年 (独)宇宙航空研究開発機構（JAXA）発足
2007年 H-ⅡAロケット民営化
2008年 宇宙基本法施行
2009年 宇宙基本計画決定

2012年 内閣府宇宙戦略室・宇宙政策委員会発足

1990年代（91年ソ連崩壊）
・米ソ冷戦後の宇宙開発の迷走の時代
・宇宙技術の第3国流出阻止を目的として、スペースシャトル・ISSと
ミールによる米ソ協調が拡大

・冷戦後の防衛需要削減を背景とした新たな需要先としての宇宙産
業ブームの到来
・欧州によるPPPの進展・宇宙産業の再編

2000年代
・中国の台頭（有人宇宙飛行成功とASATの実施）

・宇宙インフラのハードパワーからソフトパワー重視の
時代へ
・衛星測位など宇宙利用が不可逆的に社会に定着

2010年代
・米国の商業化路線への転換（スペースシャト
ル計画の中止）
・新興国の宇宙利用ニーズ拡大
・中国の資源・宇宙外交の進展

・産業基盤の維持を含め、より効率的・効果的な
宇宙利用を目指す時代へ

金融規制緩和を背景として宇宙商業化ブームの時代

冷戦時の遺産を宇宙ビジネスに転用

低成長期の宇宙開発

高度経済成長期の宇宙開発へ移行

宇宙・資源外交の進展（ナイジェリア、ベネズエラ、ボリビア）

「非研究開発衛星の調達手続き等について」を受けてR&D路線へ逆行 低成長期・財政再建時期での新たな宇宙政策を模索する時代



１－２．我が国の宇宙開発利用政策の変遷

1950年代 1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 2010年～

1952年 東大生産
技術研究所発足
1952年 航空工業

懇談会発足（現
（社）日本航空宇宙
工業会（SJAC））

1960年 総理府宇宙開発
審議会設置
1964年 東大宇宙航空研
究所発足
1968年 宇宙開発委員会
設置法施行
1969年 宇宙開発事業団
（NASDA）発足、国会平和
利用決議

1978年 宇宙開発政
策大綱決定（BS、CS、
気象衛星などの利用
重視路線）

1981年 宇宙科学研
究所（ISAS）発足
1984年 宇宙開発政
策大綱改訂
1985年 「一般化理
論」政府見解国会答弁
1989年 宇宙開発政
策大綱改訂

1990年 「非研究開

発衛星の調達手続
き等について」
1996年 宇宙開発
政策大綱改訂
1998年 IGS導入決
定、BMD理論談話

2003年 (独)宇宙

航空研究開発機
構（JAXA）発足
（NASDA、ISAS、
NALが統合）
2008年 宇宙基本
法施行
2009年 宇宙基本
計画決定

2011年 「宇宙空

間の開発・利用の
戦略的な推進体制
の構築について」
閣議決定
2012年 内閣府宇

宙戦略室・宇宙政
策委員会発足

ロ
ケ
ッ
ト

1955年 東大生産

技術研究所ペンシ
ルロケット発射実験、
航空技術研究所
(後の(独)航空技術
研究所(NAL))を設
置（総理府）
1958年 2段式、K
（カッパ）-6型ロケッ
ト、高度60kmに到
達

1962年 鹿児島宇宙空間

研究所（現内之浦宇宙空間
観測所）開設
1964年 L（ラムダ）-3型ロ
ケット、高度1,000に到達
1969年 日米宇宙開発協

力に関する交換公文（ロ
ケット、衛星）
1969年 種子島宇宙セン
ター開設
1970年 M（ミュー）ロケット
開発開始

1975年 N-Ⅰロケッ
ト1号機打上げ
1977年 N-Ⅰ3号機

で日本初の「静止衛
星」きく2号打上げ成
功（世界で3番目の
静止衛星打上げ国）

1981年 純国産H-Ⅰ
ロケット開発着手
1986年 H-Ⅰロケット

打上げ成功（国産初の
ロケット）
・H-Ⅱロケット開発着
手

1994年 H-Ⅱロケッ
ト完成
1997年 M-Vロケッ
ト1号機打上げ成功

2006年 M-Vロ
ケット中止
2007年 H-ⅡAロ
ケット民営化
2009年 GXロケッ
ト開発中止

2012年 H-ⅡAに
よる最初の商業打
上げに成功（コン
プサット３(韓国)）

衛
星
開
発

1969年 日米宇宙開発協

力に関する交換公文（ロ
ケット、衛星）

1970年 ラムダロ

ケットで人工衛星「お
おすみ」打上げ成功
（世界で4番目に自

力で人工衛星を打ち
上げた国）
1977年 「ひまわり」
打上げ成功
1978年 ランドサット
受信開始

1983年 通信衛星2号
（CS-2a,-2b）「さくら2
号-a,-b」打上げ成功
1984年 放送衛星2号
(BS-2a)「ゆり2号-a」打
上げ成功
1986年 放送衛星2号
（BS-2b）「ゆり2号-b」
打上げ成功

1990年 「非研究開

発衛星の調達手続
き等について」
1998年 情報収集
衛星（IGS）導入決定

2005年 GEOSS
プロジェクト開始

2010年 準天頂衛

星「みちびき」初号
機打上げ成功
2011年 実用準天
頂衛星閣議決定

1985年 スペースシャ
トル搭乗科学技術者3
名決定
1988年 ISS政府間協
力協定（IGA）署名
1989年 IGA国会承認

1992年 毛利衛、ス

ペースシャトルで日
本人初の宇宙飛行
士
1998年 ISS政府協
力協定（新IGA）批准

2009年 日本実験
棟「きぼう」完成
。同年、H-ⅡBロ
ケットでHTV打上

げ成功（宇宙ス
テーション補給機）。

2010年 小惑星探

査機「はやぶさ」帰
還（世界初の小惑
星サンプルリター
ン）

米国からの技術
導入の時代

国産ロケット開発時代 打上げサービス
民営化の時代へ

有
人
・

宇
宙
科
学
等

高度経済成長期の中での技術キャッチアップの宇宙開発 R&D偏重に対する見直し

（本資料は宇宙戦略室で作成）

「非研究開発衛星の調達手続き等について」

を受けてR&D路線へ逆行
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日本

• 08年「宇宙基本法」成立、09年「宇宙基本計画」制定、12年内閣府宇宙戦略室・宇宙政策委員会発足。

• 予算は3000億円規模。

• 有人宇宙飛行は日本国政府がISSに参加。

米国

• 10年6月オバマ政権「新宇宙政策」策定。

• 予算は4.5兆円規模で世界の宇宙予算の8割。このうち2.5兆円が国防総省、1.5兆円がNASA。

• 厳しい財政事情によりスペースシャトルを2011年に中止。ISSへの輸送手段を民営化路線へ転換。

欧州

• 2007年に「欧州宇宙政策（European Space Policy）」が採択。

• 宇宙予算は漸増傾向にあり、7000億円規模、安全保障関係は1000億円規模。

• 有人宇宙飛行はESAがISSに参加。

ロシア

• 近年宇宙予算が大幅に増額傾向。3000億円規模。

• ソユーズロケット・宇宙船はスペースシャトル中止後、ISSへの唯一の有人輸送手段。

中国

• 11年「中国宇宙白書」発表。国威高揚のため有人、月探査を推進。予算は約2000億円規模。

• 2020年代に中国独自の宇宙ステーションを完成させる計画。

• アフリカ、中南米、東南アジアへの資源獲得を目的とした宇宙外交を展開中。

２．世界の宇宙政策・予算の現状

インド

• 既に中型静止衛星の開発・製造技術を保有。

• 2013年に初の宇宙飛行士を、ソユーズで打上げ。

• 火星探査計画を閣議決定。2013年に小型探査機を打上げ予定。

※予算の数字は三菱総研調査を参照
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世界の宇宙システムの保有状況

■自国の衛星を保有する国の数は50か国以上。
■早期かつ効果的に通信インフラを整備したい新興国が増加を牽引。

ロケット製造能力及び衛星を保有する国

（出典：経済産業省資料）

衛星保有国

ロケット製造能
力及び衛星保
有国
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３．世界の宇宙産業の動向

■世界の宇宙関連の民間産業は、過去５年間で毎年平均１０％を超える
勢いで成長、今や年間１３兆円規模のマーケット。

■マーケットは大きく分けて、①静止衛星（通信放送）②低中軌道衛星
（リモートセンシング）③ロケット打上げサービスの３つの市場がある。
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（単位：兆円）

（出典：Satellite Industry Association State of the Satellite Industry Report(2011)を基に作成）

過去５年間の宇宙関連の民間産業の市場規模




